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1――はじめに 

 

世界銀行によると、2023 年におけるわが国の１人当たりＧＤＰは世界の国・地域の中で 38 位であ

った。同じデータベースで 30年前の 1993年には５位であったことを踏まえると、残念ながら凋落著

しいと認めねばならないだろう。 

 

順位 国名 水準 順位 国名 水準 順位 国名 水準

1 Monaco 256,581 21 ドイツ 54,343 41 韓国 33,121

2 Luxembourg 128,678 22 Canada 53,431 42 Brunei Darussalam 32,963

3 Bermuda 125,842 23 フィンランド 52,926 43 Slovenia 32,610

4 Ireland 103,888 24 Israel 52,642 44 Saudi Arabia 32,094

5 Switzerland 99,565 25 Hong Kong SAR, China 50,532 45 チェコ 31,591

6 Cayman Islands 97,750 26 英国 49,464 46 Turks and Caicos Islands 30,349

7 ノルウェー 87,925 27 United Arab Emirates 49,041 47 Estonia 30,133

8 Singapore 84,734 28 New Zealand 48,281 48 Bahrain 29,219

9 米国 82,769 29 Andorra 46,812 49 Lithuania 27,786

10 Qatar 80,196 30 フランス 44,691 50 Portugal 27,331

11 Iceland 79,637 31 Malta 40,396

12 Channel Islands 74,589 32 イタリア 39,003

13 Faroe Islands 71,718 33 Sint Maarten (Dutch part) 38,078

14 デンマーク 68,454 34 Puerto Rico 36,779

15 Macao SAR, China 67,477 35 Cyprus 36,551

16 Australia 64,821 36 Bahamas 35,897

17 Netherlands 64,572 37 Aruba 33,985

18 Austria 56,034 38 日本 33,767

19 スウェーデン 55,517 39 Kuwait 33,730

20 Belgium 54,701 40 スペイン 33,509

    を基に筆者作成、本文に登場する国は日本語表記として網掛け。

【図表１：　2023年の１人当たりGDP上位５０国・地域（米ドル単位）】
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他方、国民負担率という概念がある。租税負担率と社会保障負担率を合計したものであり、高いほ

ど国民の富が国家あるいは行政に多く移転していると理解される。 

このレポートの目的は、ОＥＣＤ加盟国を対象とする 2022 年の国民負担率1を用いて上述の 2023

年の一人当たりＧＤＰのうち民間部門に残る実額を計算した上で、わが国の民間活力が世界の中でど

のような位置にあるか確認することにある。 

ＧＤＰの需要項目に政府支出がある通り、国庫に移転された富が経済成長に貢献しないということ

はないものの、行政サービスの対象は限定される。富が民間部門にあってこそ、市場原理を通じ効率

的に配分されて経済を発展させるという前提の下、国民１人が稼いだ富がどれほど民間部門に残って

活力を生んでいるのかみていきたい。 

 

2――英米独仏との対比 

 

まずは図表２の通り、諸事においてわが国と比較されることの多い英米独仏と対比したい。 

 

１人当たりＧＤＰが高水準でありながら国民負担率が低い米国は別格として、ドイツも英国もわが

国より約１万ドル多く民間部門で活用されていることが伺えよう。国民負担率が 48％弱と高水準のフ

ランスでようやく、わが国に近い民間活用額になっている。 

 

3――北欧との対比 

 

次に図表３にて、高福祉で知られ社会保障制度の検討に際し参照されることの多い北欧諸国と対比

してみよう。 

 
1 財務省「令和７年度の国民負担率を公表します」に基づく。尚、わが国の分析においては国民所得比が一般的であるとこ

ろ、このレポートでは国際比較のためＧＤＰ比の国民負担率を用いる。 

*1

*2

米国 ドイツ 英国 フランス 日本

①GDP比国民負担率 *1 27.9% 41.4% 37.0% 47.7% 34.9%

②GDP（米ドル)       *2 82,769 54,343 49,464 44,691 33,767

③国民負担額（①×②） 23,093 22,498 18,302 21,318 11,785

民間活用額（②－③） 59,677 31,845 31,162 23,373 21,982

【図表２：　１人当たりGDPの民間活用額（対比A、米ドル単位）】
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高福祉の財源的裏付けとして必然的に高負担となることから、民間での活用は少ないと思いがちだ

が実額では必ずしもそうではない。わが国より国民負担率が大きくとも、１人当たりＧＤＰの水準が

高いため、ノルウェー、デンマーク、スウェーデンでは国民負担控除後の民間活用額でさえ、わが国

の１人当たりＧＤＰより実額として大きい。高福祉でありながら民間活力も高いと評価できる。 

 

4――１人当たり GDP水準が近い OECD加盟国との対比 

 

それでは国民負担率を捕捉できるОＥＣＤ加盟国の中から、１人当たりＧＤＰの水準がわが国に近

い４か国との対比を図表４にて確認したい。 

 

*1

*2

ノルウェー デンマーク スウェーデン フィンランド 日本

①GDP比国民負担率 *1 43.5% 42.9% 37.0% 43.5% 34.9%

②GDP（米ドル)       *2 87,925 68,454 55,517 52,926 33,767

③国民負担額（①×②） 38,247 29,367 20,541 23,023 11,785

民間活用額（②－③） 49,678 39,087 34,976 29,903 21,982

財務省「令和７年度の国民

負担率を公表します」の資

料「国民負担率の国際比較

（OECD加盟36ヵ国）」より

転記

世界銀行World

Development Indicators -
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2025/4/15のGDP per capita

(current US$)より転記

【図表３：　１人当たりGDPの民間活用額（対比B、米ドル単位）】
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*2

韓国 イタリア 日本 チェコ スペイン

①GDP比国民負担率 *1 31.3% 42.3% 34.9% 33.3% 37.4%

②GDP（米ドル)       *2 33,121 39,003 33,767 31,591 33,509

③国民負担額（①×②） 10,367 16,498 11,785 10,520 12,532

民間活用額（②－③） 22,754 22,505 21,982 21,071 20,977

財務省「令和７年度の国民

負担率を公表します」の資

料「国民負担率の国際比較

（OECD加盟36ヵ国）」より

転記

世界銀行World
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(current US$)より転記

【図表４：　１人当たりGDPの民間活用額（対比C、米ドル単位）】
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これら４か国と比しわが国の国民負担率は中位になる。１人当たりＧＤＰ水準が大きく変わらない

ことから、結果として民間活用額も同様の水準に落ち着いている。 

 

5――国民負担率の低い OECD加盟国との対比 

 

最後に図表５にて国民負担率の低い４か国と対比しよう。尚、ここで挙げられた４か国の次に国民

負担率が低い国は米国となる。 

 

国家の一般的な成長過程として、低所得国の国民負担率は低く、所得の向上に従って国民負担率が

高くなる傾向がある。豊かになるにつれ、多額の国家予算を要する社会保障制度が整っていくことを

意味している。 

ここで取り上げた４か国はその前段階にあると考えてよいだろう。国民負担率が低位でありながら

も、分母となる１人当たりＧＤＰの水準が低いことから、民間活用額はわが国の半分前後に止まる結

果となっている。 

 

6――おわりに 

 

民間主導経済こそ経済を成長させるという前提に立つならば、わが国においては現状 34.9％の国民

負担率を減少させ、民間部門により多くの富を移転させることが望まれるものの、現実には難しいだ

ろう。 

先の国会では高額療養費制度の見直しが白紙撤回に追い込まれた一方、高校授業料の無償化が可決

された。政府支出の削減は容易なことでは進まないようだ。一部では消費税率の引き下げ議論も出て

いるが、これに見合う財源手当ては聞こえてこない。 

当然のことながら、このレポートで取り上げた１人当たりＧＤＰにおける民間活用額だけが経済活

*1

*2

日本 チリ コスタリカ メキシコ トルコ

①GDP比国民負担率 *1 34.9% 24.2% 25.0% 16.3% 24.9%

②GDP（米ドル)       *2 33,767 17,068 16,942 13,790 13,106

③国民負担額（①×②） 11,785 4,130 4,236 2,248 3,263

民間活用額（②－③） 21,982 12,937 12,707 11,542 9,842

財務省「令和７年度の国民

負担率を公表します」の資

料「国民負担率の国際比較

（OECD加盟36ヵ国）」より

転記

世界銀行World

Development Indicators -

Last Updated Date

2025/4/15のGDP per capita

(current US$)より転記

【図表５：　１人当たりGDPの民間活用額（対比D、米ドル単位）】
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性化を説明するものではない。他の要因をもってわが国の発展を願うところであるが、わが国の大ま

かな位置として米国や北欧は遠い。韓国、イタリア、チェコ、スペインと並走し、少し前にフランス

を見据えている現状は冷静に把握すべきだろう。 

以 上 
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